
果実，畜産物，その他とした。例えば，米

の販売・取扱高が最も多い農協の場合，

「米が主力の農協」と表す。

また，前述したJA全国大会における農

業関連事業の財務目標は共通管理費配賦前

事業利益段階での損益均衡である。これに

合わせて本稿でも黒字の基準を共通管理費

配賦前事業利益段階とする。

なお，本稿の主題は農業関連事業損益で

あるため，以下の一部の記述では，農業関

連事業総利益は「事業総利益」，農業関連

事業個別管理費は「事業個別管理費」，農

業関連事業利益は「事業利益」というよう

に，「農業関連」を省略している。

（１） 全体的な傾向

第１図に「農協信用事業動向調査」（回

答組合数242組合）により，04年度と07年度

における１組合当たりの農業関連事業損益

を示した。これによると，07年度の事業総

利益は673百万円であり，事業個別管理費

（事業管理費－共通管理費配賦額）は620百万

円であったため，共通管理費配賦前の事業

利益（以下「事業利益」という）は53百万円

の黒字であった。また，事業総利益に対す

る事業個別管理費の割合（以下「個別管理

農林金融2009・1
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2003年度の第23回JA全国大会から，農

協の経済事業改革の一環として，すべての

農協において農業関連事業と生活その他事

業の損益を均衡させるという財務目標が加

わった。06年度の第24回大会でも財務目標

を含む経済事業改革に継続して取り組むこ

とが決議され，これまで取組みが進められ

てきた。

本稿では，農協の経済事業のうち農業関

連事業に注目して，近年の損益動向と改善

のための取組内容を示すことにしたい。

農業関連事業の損益構造は，農協が主に

取り扱う農産物の種類によっても異なって

いる。取り扱う農産物の種類によって，人

員や施設の配置等の運営システムが異なる

とともに，収益の基礎となる農産物の販売

価格の変動にも相違があるためである。そ

のため農業関連事業の損益を検証する場合

には，農協が主力とする農産物の種類にも

着目する必要があろう。そこで本稿では，

農中総研「農協信用事業動向調査」の結果

等を使用して，主力農産物別に分析した。

本稿における「主力農産物」とは，各農

協において「07年度の販売・取扱高が最も

多い農産物」とし，その内訳は，米，野菜，

主力農産物別にみた
農協の農業関連事業損益の現状

46 - 46

はじめに

１　農業関連事業損益の推移
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費比率」という）は92.1％となった。

04年度から07年度にかけて，事業総利益

は35億円減少したが，事業個別管理費も34

億円減少し，事業利益は１億円の減少にと

どまった。

また，第２図に示した事業利益が黒字の

農協の割合は，04年度の53.7％から06年度

には56.2％へと徐々に上昇してきたが，07

年度は51.2％となり，04年度に比べて2.5ポ

イント低いものとなった。

（２） 主力農産物別の動向

農業関連事業損益について，主力農産物

別に07年度の事業利益や黒字農協の割合を

04年度と比較すると，畜産物が主力の農協

では後退したものの，果実が主力の農協で

は改善がみられた。

まず，畜産物が主力の農協をみると，07

年度の事業総利益は04年度に比べて大幅に

減少し，事業個別管理費の減少額を上回っ

たため，事業利益は大幅に減少した（第１

図）。そして，個別管理費比率をみると，

04年度の段階でも96.0％と比較的高いが，

07年度にはさらに4.0ポイント上昇して

100.0％となった。また，07年度の黒字の

農林金融2009・1
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（百万円） 
１００ 
（％） 
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農業関連事業総利益　① 

資料　農中総研「農協信用事業動向調査」（以下, 第３図以外同じ）            
（注）１　０３～０８年度調査に連続して回答のあった組合の集計結果（以下, 第３図以外同じ）。            

２　農業関連事業個別管理費＝農業関連事業管理費－農業関連事業への共通管理費配賦額     
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第1図　０４年度と０７年度の農業関連事業損益（１組合当たり） 

５４ ５３ 

０４ ０７ 

７６ ６９ 

０４ ０７ 

５６ ５８ 

０４ ０７ 

５０ 
９６ 

０４ ０７ 

２６ ０ 

０４ ０７ 

４３ ４１ 

農業関連事業利益　③＝①－② 

農業関連事業個別管理費　② 

個別管理費比率　④＝②／①（右目盛） 
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（注）　共通管理費配賦前農業関連事業利益が黒字の農協の割合 
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第2図　農業関連事業利益が黒字の農協の割合 
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野菜 
（ｎ＝８０） 

畜産物 
（ｎ＝４２） 

その他 
（ｎ＝１９） 

果実 
（ｎ＝２５） 

０５ ０６ ０７ 



農協の割合は，04年度より4.8ポイント低

下して38.1％となった（第２図）。

米が主力の農協においても，事業総利益

の減少額が事業個別管理費の減少額を上回

り，畜産物が主力の農協ほど大幅ではない

ものの，事業利益は減少した。個別管理費

比率は04年度の89 .2％から，07年度の

89.6％へと0.4ポイント上昇した。07年度の

黒字農協の割合は04年度より2.6ポイント

低下して55.3％となったが，他の農産物を

主力とする農協に比べるとやや高い水準に

ある。

一方，果実が主力の農協では，事業個別

管理費の減少額が，事業総利益の減少額を

大きく上回ったため，事業利益は大幅に増

加した。個別管理費比率は，04年度の

93.8％から，6.4ポイント低下して，07年度

には87.5％に改善した。07年度の黒字の農

協の割合は，04年度より4.0ポイント上昇

して52.0％となった。

また，野菜が主力の農協では，事業個別

管理費の減少額が事業総利益の減少額をや

や上回り，事業利益はわずかに増加した。

07年度の個別管理費比率は，04年度から

0.5ポイント低下して91.7％となった。

このように農業関連事業総利益は，いず

れの農産物を主力とする農協でも減少傾向

にある。農林水産省『総合農協統計表』に

よると，全国の06年度における農業関連事
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業総利益に対する販売手数料（買取販売利

益を含む，以下同じ）の割合は27.6％，同じ

く生産資材購買利益（受託購買手数料を含

む，以下同じ）の割合は51.3％であり，合

わせて78.9％と大半を占めている。
（注１）

ここで

事業総利益の減少要因を明らかにするため

に，『総合農協統計表』『生産農業所得統計』

等を用いて，販売手数料と生産資材購買利

益の増減要因を，それぞれ，価格変動，販

売手数料率ないし購買利益率の変化，農業

生産ないし資材投入の変化，農協利用率の

変化，の４つに分解してみたい。

販売手数料は06年度の00年度比増減，生

産資材購買利益はデータの制約により05年

度の00年度比増減とする。
（注１）農協の購買利益は，農協が全農等から生産
資材を買い取って生産者に供給した場合の売上
高と売上原価との差額（一般の売上総利益に相
当する）である。受託購買手数料は，農協が全
農等から受託して生産資材を供給した場合に受
け取る手数料である。
なお，本稿における購買利益率は，購買利益
と受託購買手数料の合計を供給・取扱高で除し
たもの（一般の売上高総利益率に相当する）で
ある。

（１） 販売手数料の減少要因

06年度における米の販売手数料は，00年

度に比べて41億円減少した（第３図Ａ）。こ

の要因としては，農業生産の減少による影

響が54億円と最も大きく，反対に農協利用

率の上昇による影響は＋28億円と販売手数

料の確保に寄与している。

果実の販売手数料の減少額は19億円と，

米ほど大きくないが，米の販売手数料と同

様に農業生産の減少が大きく影響してい

る。
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２　農業関連事業総利益の

減少要因
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一方，畜産物の販売手数料の減少額は75

億円であり，米や果実の販売手数料の減少

額に比べて大幅である。これには手数料率

の低下による影響が△56億円と大きく，価

格上昇による＋13億円を打ち消している。

他方，野菜の販売手数料は29億円増加し

たが，この要因は手数料率上昇による影響

が＋41億円と大きく，農業生産の減少によ

る△39億円を補っている。後述するように，

スーパー等への直接販売による農協販売手

数料の確保や，手数料率が高めに設定され

ている直売所での消費者への直売といった

販売方法の多様化の効果と考えられる。

（２） 購買利益の減少要因

次に，生産資材購買利益をみると，05年

度は00年度に比べて，肥料では36億円，農

薬では34億円，それぞれ減少した（第３図

Ｂ）。肥料の購買利益の減少，農薬の購買

利益の減少，ともに資材投入の減少が大き

く影響している。

一方，05年度の飼料購買利益は00年度に

比べて35億円減少した。この要因として，

購買利益率の低下による△20億円が大き

く，飼料価格上昇による17億円の増加分を

上回っている。

（３） 畜産関連の販売手数料率および

購買利益率が低下した理由

このように畜産関連の販売手数料と購買

利益の減少の主な要因は，農協の販売手数

料率や購買利益率の低下である。具体的に
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Ａ　０６年度販売手数料の００年度比増減要因 Ｂ　０５年度生産資材購買利益の００年度比増減要因 
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△９ 
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△75

２０ 
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△４０ 
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０ 

資料　農林水産省『総合農協統計表』『生産農業所得統計』『農業・食料関連産業の経済計算』『農業物価統計』                  
（注）　販売手数料の増減額については, Ｙ：農業産出額（円）, Ｎ：農協販売・取扱高（円）, Ｍ：農協販売手数料（買取販売利益を含む）（円）,  

Ｒ：農協の販売手数料率＝Ｍ／Ｎ（％）, Ｓ：農協利用率＝Ｎ／Ｙ（％）, Ｐ：００年を１とする０６年の農産物物価指数,  
アルファベットの下付きの添字は年（度）を示し, それぞれの計算式は次のとおり。 
  ・農協の販売手数料の増減額＝Ｍ０６－Ｍ００ 
  ・価格変動による増減額＝（Ｎ０６－Ｎ０６／Ｐ）×Ｒ０６ 
  ・農協の販売手数料率の変化による増減額＝（Ｒ０６－Ｒ００）×Ｎ０６／Ｐ 
  ・農業生産の変化による増減額＝（Ｙ０６／Ｐ×Ｓ００－Ｎ００）×Ｒ００ 
  ・農協利用率の変化による増減額＝（Ｎ０６／Ｐ－Ｙ０６／Ｐ×Ｓ００）×Ｒ００ 
また, 購買利益の増減額については, Ｙ：中間投入額（円）, Ｎ：農協生産資材供給・取扱高（円）,  
Ｍ：農協購買利益（受託購買手数料を含む）（円）, Ｒ：農協の購買利益率＝Ｍ／Ｎ（％）, Ｓ：農協利用率＝Ｎ／Ｙ（％）,   
Ｐ：００年を１とする０５年の農業生産資材物価指数, として販売手数料と同様に計算した。 
なお, 農業産出額, 中間投入額, 農業物価指数は暦年であり, 農協の販売手数料, 販売・取扱高, 購買利益, 供給・取扱高は事業
年度である。 

第3図　販売手数料と生産資材購買利益の増減要因 
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は，畜産物販売手数料率は00年度の2.0％

から06年度には1.5％に，飼料購買利益率

は00年度の5.0％から06年度には4.2％に低

下した。

前述したように，価格上昇による販売手

数料や購買利益の増加分以上に，販売手数

料率や購買利益率は低下している。つまり

販売手数料率や購買利益率の低下は，農協

が畜産農家を支援するために引き下げに努

めた結果といえる。

実際，近年の経営環境の変化に対応して，

農協は畜産農家にさまざまな支援を行って

おり，その一環として農協が受け取る肉用

牛の販売手数料を引き下げた農協もある。
（注２）

（注２）2001年10月12日付日本農業新聞によると，
JA北群渋川は，期間限定ながら，肉牛農家や酪
農家を対象に肉牛販売手数料を引き下げた。

後述するように，農協における農業関連

事業の損益改善の取組内容は，損益構造の

改革を伴うものが少なくない。ここでは，

米が主力の農協と畜産物が主力の農協に焦

点を当てて，07年度における損益構造をみ

ておきたい。

（１） 米が主力の農協

「農協信用事業動向調査」（回答組合数245

組合）の結果により，07年度の農業関連事

業取扱高（販売・取扱高＋生産資材供給・取

扱高，以下「事業取扱高」という）に対する

事業個別管理費と事業総利益の割合を示し

たものが第４図である。
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米が主力の農協では，事業取扱高に対す

る事業個別管理費の割合は相対的に高い。

事業個別管理費の内訳科目をみても，事業

取扱高に対する減価償却費の割合，減価償

却費以外の事業個別管理費の割合，ともに

比較的高い。減価償却費の割合が1.4％と

高いのは，カントリーエレベータなどの大

型の共同利用施設の所有が影響していると

みられる。

また，減価償却費以外の事業個別管理費

の大部分は人件費とみられる。農業関連役

職員１人当たりの事業取扱高を第５図に示

した。米が主力の農協においては，農業関

連役職員１人当たり生産資材供給・取扱高

は33百万円，農業関連役職員１人当たり農

産物販売・取扱高は69百万円であり，回答

農協全体の平均を100とすると，前者は89，

後者は84である。つまり米が主力の農協で

は，事業取扱高に対する役職員数が比較的

多い。ただし，この背景には米制度に伴う
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（注）１　事業個別管理費＝農業関連事業管理費－農業関連事業へ
の共通管理費配賦額        
２　事業個別管理費の内訳である減価償却費は，０７年度（２００８
年度第１回）以外では調査していない。       

１０ 
（％） 

８ 

６ 

４ 

２ 

０ 
全体 

（ｎ＝２４５） 

第4図　０７年度における農業関連事業取扱高に対する 
事業総利益と事業個別管理費の割合 

事業個別管理費計 事業総利益 

事業個別管理費 
うち減価償却費 

事業個別管理費 
うち減価償却費以外 

１．０ 

６．２ 

５．７ 

米 
（ｎ＝７６） 

５．６ ４．７ 

７．０ 

７．８ 

５．３ 

４．８ 

１．４ 

野菜 
（ｎ＝８０） 

果実 
（ｎ＝２５） 

畜産物 
（ｎ＝４２） 

その他 
（ｎ＝１９） 

０７年度の主力農産物 

４．０ 

０．８ １．３ 

４．８ 
４．５ 

５．８ 

１．１ ０．８ 

６．２ 

７．１ ７．３ 

６．９ ５．３ 

５．３ 

３　農業関連事業の損益構造



ここに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。
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前述したように，00年度から06年度にか

けて畜産関連の販売手数料率や購買利益率

は一段と低下しており，畜産物が主力の農

協において事業総利益が低迷している大き

な要因となっている。

他方，畜産物が主力の農協では，農業関

連事業の取扱高に対する事業個別管理費の

割合も相対的に低く抑えられている。

以上のように，農業関連事業の損益動向

は，主力とする農産物によって大きく異な

っている。このため，損益改善のための取

組内容は，農協が主力とする農産物によっ

て異なっていると考えられる。そこで，

「農協信用事業動向調査」（回答組合数242組

合）において，農業関連事業の損益改善の

ために03年度からこれまでに取り組んだ内

容を尋ねた。その結果を示した第１表をみ

ると，回答組合全体としては「人件費等事

業管理費の抑制」や「施設の集約化」とい

った事業個別管理費の削減，および「資材

配送の効率化」や「販売方法の多様化」と

いった事業方式の変更に関する取組みの回

答割合が高い。

主力農産物別にみると，米が主力の農協

では，「人件費等事業管理費の抑制」や

「施設の集約化」の割合が比較的高い。前

述したように，米が主力の農協では，事業

取扱高に対する事業個別管理費の割合が比

較的高い。このような損益構造の改善をね
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事務処理の多さがあることに留意する必要

がある。
（注３）

一方，米が主力の農協における事業取扱

高に対する事業総利益の割合は7.8％と，

他の農産物を主力とする農協に比べて高く

設定されている。これは，上記のような事

業個別管理費を賄うためとみられる。
（注３）ある県における米穀販売職員の業務内容は，
代金決済業務や出荷業務以外に，園芸職員と比
較して転作助成金の事務作業の割合が高い（全
中経済事業改革中央本部（2006））。

（２） 畜産物が主力の農協

畜産物が主力の農協では，事業取扱高に

対する事業総利益の割合は5.3％と相対的

に低い（第４図）。これは，畜産物の販売

手数料率や飼料購買利益率が相対的に低い

ことによる。例えば，農林水産省『総合農

協統計表』によると，06年度の全国平均の

販売手数料率は，米で3.4％，野菜で2.6％，

果実で2.7％であるのに比べて，畜産物で

は1.5％と低い。また飼料価格が高騰する

以前の00年の購買利益率は，肥料の12.3％

に対して，飼料では5.0％である。

２００ 
（百万円） 

１５０ 

１００ 

５０ 

０ 
全体 

（ｎ＝２４０） 

第5図　０７年度における農業関連事業役職員１人当たり 
農業関連事業取扱高　　　　　　 　 

農業関連事業役職員１人当たり農業関連事業取扱高 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ①＋② 

農業関連事業役職員１人当たり農産物販売・取扱高② 
農業関連事業役職員１人当たり生産資材供給・取扱高① 

１１９ 

０７年度の主力農産物 

８２ 

３７ 

６９ 

３３ 

米 
（ｎ＝７５） 

１０５ 

４０ 
６０ 

２９ 

９０ 

５１ 
６３ 

３０ 

１０２ 

野菜 
（ｎ＝７８） 

１４５ 

果実 
（ｎ＝２４） 

８９ 

畜産物 
（ｎ＝４１） 

１４１ 

その他 
（ｎ＝１９） 

９２ 

４　農業関連事業の損益改善

のための取組内容



らいとしたものと考えられる。

一方，野菜が主力の農協と果実が主力の

農協では「販売方法の多様化」の回答割合

が比較的高い。現在，園芸部門の販売事業

改革として，卸売市場を介した契約的取引，

市場外の直接販売や，直売所での消費者へ

の直売といった販売方法の多様化が進めら

れている。第１表の結果は，このような販

売事業改革が浸透しつつあることを示して

いる。

また，表には示していないが，回答組合

全体について，損益改善のために取り組ん

だことの回答数（Ａ）に対する，損益改善

に最も効果が大きかった取組みの回答数

（Ｂ）の割合（Ｂ／Ａ）をみると，「販売方法

の多様化」の割合は47.2％であり，「人件

費等事業管理費の抑制」の48.1％に次いで

高かった。販売方法の多様化は，事業改革

につながるだけでなく，財務面でも効果が

大きいことを示している。

他方，畜産物が主力の農協では，「赤字

事業の縮小・廃止」や「新規事業開始」と

いった事業構成の変更に取り組む農協の割

合が相対的に高い。06年度に地域団体商標

制度が開始されたことを受けて，農産物の

商標登録申請が増えている。08年度12月上

旬における登録件数は，複数の組織による

登録も１件として，農協では80件，全農お

よび経済連では35件となっている。新規事

業の中には，このような畜産物の商標登録

をはじめとするブランド化の取組みも含ま

れているものと思われる。

前述したように，畜産物が主力の農協で

は，従来から取扱高に対する事業個別管理

費の割合が低く抑えられているために，さ

らなる事業管理費の抑制には限界があり，

他方で畜産農家の経営環境が厳しくなる中

で農家の負担増につながる販売手数料率の

見直しは難しい状況にある。そのような中

で，畜産物を主力とする農協では従来の事

業を見直しつつ，新たな取組みによって打

開しようとする動きがうかがえる。
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（注）１　出現率＝それぞれの選択肢を選択した組合数／回答組合数              
２　　　色網掛けは合計より５ポイント以上高いことを示す。             

第1表　農業関連事業損益改善のための取組内容の出現率（複数回答） 

事業個別管理費 
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農業関連事業について全体的にみれば，

07年度の事業総利益は04年度に比べて減少

したものの，それと同程度で事業個別管理

費が削減され，07年度の事業利益は04年度

とほぼ同水準となった。黒字組合の割合は

04年度から06年度にかけて徐々に上昇して

きたが，07年度は04年度の水準を下回り５

割をやや上回る程度である。すべての農協

が事業利益段階で損益均衡するという財務

目標の達成までは，道半ばという状況であ

る。今後も損益改善のための取組みを継続

する必要があろう。

ただし，農業関連事業の損益改善に取り

組む際，生産者の経営環境は厳しさを増し

ていることや，農協でも人件費の削減は限

界に近づきつつあることを考慮する必要が

ある。

前述したように野菜においては，販売方

法の多様化が主因とみられる販売手数料率

の上昇によって販売手数料が増加し，農業

生産の減少による販売手数料の減少を補っ

ていた。従来の集出荷業務を中心とする販

売事業を転換して，販売方法の多様化を実

現した背景には，販売企画，販路開拓やリ

スク管理，直売所運営といった農協の販売

機能の高度化や領域拡大があったものと推

量される。農協は，生産者の組織として産

地に近いという強みを生かして，機能を一

層高めたり，領域を拡大することは可能で

あり，そしてそれは農業関連事業損益の改

善にも結実することを示唆しているといえ

よう。
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